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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

営業収益 (百万円) 35,848 33,357 35,686 75,299 73,842

経常利益 (百万円) 3,190 3,816 4,363 8,085 8,280

中間(当期)純利益 (百万円) 1,868 2,222 2,533 3,805 4,246

純資産額 (百万円) 35,139 34,441 41,038 32,834 39,164

総資産額 (百万円) 166,232 185,203 207,985 187,975 206,371

１株当たり純資産額 (円) 613.07 601.00 669.29 572.91 638.67

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 32.60 38.78 41.31 66.39 73.67

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.1 18.6 19.7 17.5 19.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,096 △13,820 1,166 △3,459 △20,142

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △926 △2,956 △691 △1,787 △3,538

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,847 13,884 △638 3,099 24,360

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 8,059 5,195 8,604 8,087 8,767

従業員数 (人) 728 764 824 735 777

(2) 提出会社の経営指標等

営業収益 (百万円) 32,501 28,955 29,786 66,974 62,034

経常利益 (百万円) 2,909 3,477 4,021 7,142 7,143

中間(当期)純利益 (百万円) 1,803 2,130 2,458 3,346 3,678

資本金 (百万円) 12,264 12,264 13,625 12,264 13,625

発行済株式総数 (千株) 57,370 57,370 61,389 57,370 61,389

純資産額 (百万円) 35,449 34,272 40,318 32,756 38,519

総資産額 (百万円) 164,483 181,837 205,812 184,501 203,183

１株当たり純資産額 (円) 618.46 598.05 657.55 571.56 628.15

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 31.47 37.18 40.09 58.38 63.82

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 3.50 7.00 7.00

自己資本比率 (％) 21.6 18.8 19.6 17.8 19.0

従業員数 (人) 250 276 288 254 273



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産販売事業 102

不動産賃貸事業 69

不動産斡旋事業 503

その他の事業 60

管理部門 90

合計 824

従業員数(人) 288



第２ 【事業の状況】 

「第２［事業の状況］」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益に支えられた設備投資の増加や雇用情勢

の改善を反映した個人消費の持ち直しなどにより、景気は回復基調で推移いたしました。 

不動産業界におきましては、マンション販売市場は、これまでの高水準の供給に減少傾向が見られる

ものの、都心部の分譲マンションを中心に、全体的には高い契約率を維持してまいりました。賃貸ビル

市場は、景気回復による企業のオフィス需要は引き続き堅調で、都心部のビルでは、高い入居率での稼

動が持続し、賃料は上昇傾向で推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループは、当期スタートさせた中期経営計画(平成19－21年度)に基づ

き、より一層の経営基盤強化を推進すると同時に、将来を見据えた攻めの姿勢を全面に打ち出し、分譲

マンション事業の拡大はもとより、オフィスビル等の開発事業へも積極的に取り組むとともに、仲介事

業についても事業の拡大を図り、高品質の商品とサービスを提供すべく、積極的な営業活動を展開して

まいりました。 

この結果、当中間連結会計期間における当社グループの業績につきましては、営業収益は356億８千

６百万円(前年同期比7.0％増)、経常利益は43億６千３百万円(前年同期比14.3％増)、中間純利益は25

億３千３百万円(前年同期比14.0％増)となりました。 

なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

〔事業セグメント別営業収益〕 

  

 
  

(不動産販売事業) 

販売競争が激化するなか、お客様のニーズにきめ細かく対応した商品性の高い住宅を提供するとと

もに、施工管理体制の強化による品質の確保・向上に注力してまいりました。当中間連結会計期間

は、「品川シーサイドレジデンス」(東京都品川区)・「オーベル多摩永山エンブレムヒルズ」(多摩

市)などの分譲マンション等の販売を行いました。その結果、営業収益は248億１千５百万円(前年同

期比9.5％増)となりました。 

  

〔営業収益の内訳〕 

     (単位：百万円) 

事業の種類別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前年同期比増減(△)

セグメントの名称 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減(△)率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

不動産販売事業 22,672 68.0 24,815 69.5 2,142 9.5

不動産賃貸事業 5,250 15.7 5,946 16.7 696 13.3

不動産斡旋事業 4,245 12.7 3,716 10.4 △529 △12.5

その他の事業 1,188 3.6 1,207 3.4 19 1.6

合計 33,357 100.0 35,686 100.0 2,329 7.0



 
(注) １ 営業収益には、セグメント間の内部営業収益又は振替高を含めております。 

２ 他社との共同事業物件の販売数量および金額は当社持分によっております。 

  

(不動産賃貸事業) 

前連結会計年度に取得した「ライズシティ池袋(区分所有床)」(東京都豊島区)が稼動したことによ

り、賃貸ビルおよび転貸ビルの収益が増加いたしました。また、テナントサービスの充実に努め、空

室率を改善するとともに、賃貸借管理業務などのコンサルタント業務に注力し、フィービジネスの収

益拡大を推進いたしました。その結果、当中間連結会計期間の営業収益は59億４千６百万円(前年同

期比13.3％増)となりました。 

  

〔営業収益の内訳〕 

     (単位：百万円) 

 
(注) 営業収益には、セグメント間の内部営業収益又は振替高を含めております。 

  

〔賃貸有効面積等の状況〕 

     

 
  

摘要
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売数量 営業収益 販売数量 営業収益

 マンション 572戸 21,115 475戸 21,977

 戸建・宅地 16戸 527 37戸 2,663

 その他 ─ 1,028 ─ 174

小計 ─ 22,672 ─ 24,815

 消去又は全社 ─ ─ ─ ─

合計 ─ 22,672 ─ 24,815

摘要 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

 オフィスビル等の賃貸 2,568 2,650

 オフィスビル等の転貸 845 1,278

 単身赴任者専用マンションの賃貸 437 439

 オフィスビル等の管理 851 1,017

 その他 570 591

小計 5,273 5,978

 消去又は全社 △22 △31

合計 5,250 5,946

摘要 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

 オフィスビル等

 (所有) 95,916㎡ 97,475㎡

  (転貸) 34,206㎡ 50,714㎡

 単身赴任者専用マンション 763室 763室



(不動産斡旋事業) 

市場環境の変化に対応すべく積極的な営業活動を展開してまいりましたが、当中間連結会計期間の

営業収益は37億１千６百万円(前年同期比12.5％減)となりました。 

  

〔営業収益の内訳〕 

     (単位：百万円) 

 
(注) 営業収益には、セグメント間の内部営業収益又は振替高を含めております。 

  

(その他の事業) 

不動産鑑定、保険代理業ならびにリフォーム事業などにおいて、既存のお客様への営業の強化や新

規取引先の開拓に努めるなど、堅実な収益の確保にむけた営業活動を展開してまいりました。その結

果、当中間連結会計期間の営業収益は12億７百万円(前年同期比1.6％増)となりました。 

  

〔営業収益の内訳〕 

     (単位：百万円) 

 
(注) 営業収益には、セグメント間の内部営業収益又は振替高を含めております。 

  

摘要
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

取扱件数 営業収益 取扱件数 営業収益

 不動産仲介 2,808件 4,211 2,808件 3,503

 販売受託 576件 640 676件 787

 その他 ─ 30 ─ 20

小計 ─ 4,882 ─ 4,312

 消去又は全社 ─ △636 ─ △596

合計 ─ 4,245 ─ 3,716

摘要 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

 保険代理手数料 622 584

 リフォーム売上高 453 461

 その他 120 171

小計 1,196 1,218

 消去又は全社 △8 △10

合計 1,188 1,207



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は86億４百万円となり、前連

結会計年度に比べ１億６千３百万円の減少(前期比1.9％減)となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は11億６千６百万円(前年同期比＋149億８千６百万円)となりました。

これは主に当社グループの営業活動が堅調に推移したことと、預り金の増加などによる資金の増加が

あったためであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は６億９千１百万円(前年同期比＋22億６千５百万円)となりました。こ

れは主に投資有価証券の取得による資金の減少があったためであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の減少は６億３千８百万円(前年同期比△145億２千２百万円)となりました。

これは配当金の支払いおよび借入金の返済による資金の減少があったためであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業

績に関連付けて示しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題は

ありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な

変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 61,389,059 61,389,059
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 61,389,059 61,389,059 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 61,389,059 ― 13,625 ― 6,598



(5) 【大株主の状況】 

   平成19年９月30日現在 

 
(注) みずほ信託銀行株式会社から平成19年７月23日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書(変更報告書)に

より、平成19年７月13日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当中間期末現在にお

ける当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は次のとおりであり、富士投信投資顧問株式会社はみずほ投信投資

顧問株式会社への合併により消滅しております。 

  

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１―25―１ 35,175 57.30

米 山 鐘 秀 東京都世田谷区 2,582 4.21

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 1,543 2.51

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４） 

東京都中央区晴海１―８―11 1,254 2.04

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー  
505019  
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行 兜町証券決
済業務室)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.0.BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND  
(東京都中央区日本橋兜町６―７)

1,174 1.91

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海１―８―12 
晴海アイランドトリトンスクエア  
オフィスタワーＺ棟 

887 1.44

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２―２―１ 750 1.22

バンク オブ ニユーヨーク ジ
ーシーエム クライアント アカ
ウント ジエイピーアールデイ 
アイエスジー エフイー－エイ
シー 
(常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行)

PETERBOROUGH  COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２―７―１ 
決済事業部)

702 1.14

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 698 1.14

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１―２―１ 500 0.81

計 ― 45,265 73.74

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１―２―１ 500 0.81

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３―５―２７ 2,819 4.59

富士投信投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋小舟町８―１ ― ―

計 ― 3,319 5.41



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれて

おります。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式505株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  
平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 72,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

61,148,000
61,148 ―

単元未満株式
普通株式

169,059
― ―

発行済株式総数 61,389,059 ― ―

総株主の議決権 ― 61,148 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
有楽土地株式会社

東京都中央区京橋３－13－１ 72,000 ― 72,000 0.1

計 ― 72,000 ― 72,000 0.1

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 681 670 623 608 590 510

最低(円) 621 586 582 543 447 450



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 従来、語尾を「である」調で記載しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より

「ですます」調の丁寧な表現で記載することに変更いたしました。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,245 8,604 8,767

 ２ 未収入金 669 519 693

 ３ たな卸資産 64,305 83,417 81,220

 ４ その他 2,898 3,438 3,048

   貸倒引当金 △0 △2 △1

   流動資産合計 73,118 39.5 95,976 46.1 93,728 45.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※２ 28,739 27,708 28,442

  (2) 土地 ※２ 71,017 71,158 71,169

  (3) その他 388 100,145 54.0 176 99,043 47.6 105 99,718 48.3

 ２ 無形固定資産 1,062 0.6 1,062 0.5 1,062 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 長期保証金 3,146 3,778 3,727

  (2) その他 ※２ 8,233 8,730 8,745

    貸倒引当金 △502 10,877 5.9 △606 11,902 5.8 △609 11,862 5.8

   固定資産合計 112,084 60.5 112,008 53.9 112,643 54.6

   資産合計 185,203 100.0 207,985 100.0 206,371 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 1,903 3,356 5,029

 ２ 短期借入金 ※２ 64,250 55,721 64,861

 ３ 未払金 400 1,588 1,323

 ４ その他 10,548 16,110 14,490

   流動負債合計 77,102 41.6 76,776 36.9 85,704 41.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 53,040 69,139 60,205

 ２ 退職給付引当金 2,072 1,941 1,997

 ３ 役員退職慰労引当金 170 172 208

 ４ 預り保証金敷金 ※２ 13,035 13,575 13,753

 ５ その他 5,340 5,342 5,338

   固定負債合計 73,659 39.8 90,169 43.4 81,502 39.5

   負債合計 150,761 81.4 166,946 80.3 167,207 81.0

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 12,264 6.6 13,625 6.5 13,625 6.6

 ２ 資本剰余金 5,239 2.8 6,599 3.2 6,599 3.2

 ３ 利益剰余金 19,648 10.6 23,772 11.4 21,672 10.5

 ４ 自己株式 △24 △0.0 △30 △0.0 △27 △0.0

   株主資本合計 37,127 20.0 43,967 21.1 41,869 20.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

794 0.5 531 0.3 764 0.4

 ２ 繰延ヘッジ損益 △19 △0.0 △2 △0.0 △8 △0.0

 ３ 土地再評価差額金 △3,461 △1.9 △3,457 △1.7 △3,461 △1.7

   評価・換算差額等 
   合計

△2,686 △1.4 △2,928 △1.4 △2,705 △1.3

   純資産合計 34,441 18.6 41,038 19.7 39,164 19.0

   負債純資産合計 185,203 100.0 207,985 100.0 206,371 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 営業収益 33,357 100.0 35,686 100.0 73,842 100.0

Ⅱ 営業原価 25,065 75.1 25,979 72.8 55,285 74.9

   営業総利益 8,291 24.9 9,706 27.2 18,556 25.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,623 10.9 4,166 11.7 8,035 10.9

   営業利益 4,668 14.0 5,540 15.5 10,521 14.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 95 3 97

 ２ 受取配当金 6 8 8

 ３ その他 5 107 0.3 6 19 0.1 21 127 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 826 1,117 1,901

 ２ 支払手数料 130 ― ―

 ３ その他 0 958 2.9 78 1,196 3.4 465 2,367 3.2

   経常利益 3,816 11.4 4,363 12.2 8,280 11.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 9 9 17

 ２ 投資有価証券売却益 1 ― ―

 ３ その他 ― 10 0.0 ― 9 0.0 4 21 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 45 4 ―

 ２ 固定資産除却損 3 8 ―

 ３ 減損損失 ― 19 ―

 ４ ゴルフ会員権評価損 10 22 ―

 ５ その他 ― 58 0.1 0 55 0.1 1,054 1,054 1.4

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

3,768 11.3 4,316 12.1 7,247 9.8

   法人税、住民税及 
   び事業税

1,459 1,703 3,300

   法人税等調整額 86 1,546 4.6 80 1,783 5.0 △299 3,001 4.0

   中間(当期)純利益 2,222 6.7 2,533 7.1 4,246 5.8



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,264 5,238 17,826 △20 35,309

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― △401 ― △401

 中間純利益 ― ― 2,222 ― 2,222

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 1,821 △3 1,818

平成18年９月30日残高(百万円) 12,264 5,239 19,648 △24 37,127

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等 

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 986 ― △3,461 △2,475 32,834

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― △401

 中間純利益 ― ― ― ― 2,222

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△191 △19 ― △211 △211

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△191 △19 ― △211 1,607

平成18年９月30日残高(百万円) 794 △19 △3,461 △2,686 34,441



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 13,625 6,599 21,672 △27 41,869

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △429 ― △429

 中間純利益 ― ― 2,533 ― 2,533

 自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

 土地再評価差額金取崩額 ― ― △3 ― △3

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 2,100 △2 2,097

平成19年９月30日残高(百万円) 13,625 6,599 23,772 △30 43,967

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等 

合計

平成19年３月31日残高(百万円) 764 △8 △3,461 △2,705 39,164

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △429

 中間純利益 ― ― ― ― 2,533

 自己株式の取得 ― ― ― ― △2

 土地再評価差額金取崩額 ― ― 3 3 ―

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△233 6 ― △226 △226

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△233 6 3 △223 1,874

平成19年９月30日残高(百万円) 531 △2 △3,457 △2,928 41,038



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,264 5,238 17,826 △20 35,309

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,360 1,360 ― ― 2,720

 剰余金の配当(注) ― ― △401 ― △401

 当期純利益 ― ― 4,246 ― 4,246

 自己株式の取得 ― ― ― △6 △6

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

1,360 1,360 3,845 △6 6,560

平成19年３月31日残高(百万円) 13,625 6,599 21,672 △27 41,869

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等 

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 986 ― △3,461 △2,475 32,834

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― 2,720

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― △401

 当期純利益 ― ― ― ― 4,246

 自己株式の取得 ― ― ― ― △6

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△221 △8 ― △230 △230

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△221 △8 ― △230 6,329

平成19年３月31日残高(百万円) 764 △8 △3,461 △2,705 39,164



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

3,768 4,316 7,247

   減価償却費 795 800 1,591

   減損損失 ― 19 ―

   退職給付引当金の減少額 △64 △56 △138

   貸倒引当金の増加・減少 
   (△)額

35 △2 143

   受取利息及び受取配当金 △101 △12 △105

   支払利息 826 1,117 1,901

   売上債権の減少・増加 
   (△)額

△373 174 △397

    たな卸資産の減少・増加 
      (△)額

2,188 △2,207 △15,700

   仕入債務の減少額 △15,605 △1,416 △11,513

   前受金・前受収益の増加・ 
   減少(△)額

△1,603 △2,502 1,104

   預り金の増加・減少(△)額 △387 4,646 △69

   その他 △508 △671 1,025

    小計 △11,029 4,207 △14,909

   利息及び配当金の受取額 101 12 105

   利息の支払額 △774 △1,131 △1,813

   法人税等の支払額 △2,118 △1,921 △3,524

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△13,820 1,166 △20,142

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有価証券・投資有価証券の 
   取得による支出

△3,120 △292 △3,525

   有価証券・投資有価証券の 
   売却等による収入

3 ― 4

   有形固定資産の 
   取得による支出

△52 △173 △434

   預り保証金敷金の支出 △1,731 △622 △2,336

   預り保証金敷金の収入 1,655 447 2,987

   差入保証金敷金の支出 △151 △75 △767

   差入保証金敷金の収入 430 24 465

   その他 9 △0 66

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△2,956 △691 △3,538



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 58,920 103,400 154,371

   短期借入金の 
   返済による支出

△40,970 △108,501 △134,640

   長期借入れによる収入 22,500 13,000 41,800

   長期借入金の 
   返済による支出

△26,160 △8,105 △39,465

   配当金の支払額 △402 △428 △402

   その他 △3 △2 2,697

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

13,884 △638 24,360

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額

△2,892 △163 679

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

8,087 8,767 8,087

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 5,195 8,604 8,767



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 １社

  連結子会社名

   有楽土地住宅販売㈱

(1) 連結子会社の数 １社

  連結子会社名

   有楽土地住宅販売㈱

(1) 連結子会社の数 １社

  連結子会社名

   有楽土地住宅販売㈱

(2) 非連結子会社名

   なし

(2) 非連結子会社名

      匿名組合新宿アセッ

トマネジメント１

    連結の範囲から除いた

理由  

        非連結子会社は小

規模であり、総資

産、売上高、中間純

損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、中間連結財務諸

表に重要な影響を及

ぼしていないため、

連結の範囲から除い

ております。    

(2) 非連結子会社名

      匿名組合新宿アセッ

トマネジメント１

    連結の範囲から除いた

理由  

        非連結子会社は小

規模であり、総資

産、売上高、当期純

損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等

は、連結財務諸表に

重要な影響を及ぼし

ていないため、連結

の範囲から除いてい

る。    

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法適用会社 

   なし
 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社の名称

   非連結子会社

  なし

   

 

 関連会社 

    ㈱千葉センシティ

  持分法を適用しない理

由

    持分法非適用会社

は、中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であ

り、かつ全体として

も重要性がないた

め、持分法を適用し

ていない。

(1) 持分法適用会社 

     該当事項はありませ

ん。          

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社の名称

   非連結子会社

   匿名組合新宿アセ

ットマネジメント

１

   関連会社 

       ㈱千葉センシティ

  持分法を適用しない理

由

    持分法非適用会社

は、中間純損益(持

分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に

見合う額)等に及ぼ

す影響が軽微であ

り、かつ全体として

も重要性がないた

め、持分法を適用し

ておりません。

(1) 持分法適用会社 

   なし

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社の名称

   非連結子会社

   匿名組合新宿アセ

ットマネジメント

１

   関連会社 

    ㈱千葉センシティ

  持分法を適用しない理

由

    持分法非適用会社

は、当期純損益(持

分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に

見合う額)等に及ぼ

す影響が軽微であ

り、かつ全体として

も重要性がないた

め、持分法を適用し

ていない。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と同一

である。

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と同一

であります。

 連結子会社の決算日は、

連結決算日と同一である。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① たな卸資産

   個別法による原価法 

 

 

 

 

 

 ② 有価証券

   満期保有目的の債券

   …償却原価法

    (定額法)

   その他有価証券

   (時価のあるもの)

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

   (時価のないもの)

   …移動平均法による

原価法

 ③ デリバティブ

   …時価法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① たな卸資産

   個別法による原価法

   (貸借対照表価額は

収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法

により算定しており

ます。)

 ② 有価証券

   満期保有目的の債券

    同左

   その他有価証券

   (時価のあるもの)

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。)

   (時価のないもの)

    同左

 ③ デリバティブ

    同左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① たな卸資産

   個別法による原価法

   (貸借対照表価額は

収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法

により算定)

     

 ② 有価証券

   満期保有目的の債券

    同左

   その他有価証券

   (時価のあるもの)

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

   (時価のないもの)

    同左

 ③ デリバティブ

    同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   …定額法

    なお、耐用年数及

び残存価額につい

ては、法人税法に

規定する方法と同

一の基準によって

いる。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   …定額法

    なお、耐用年数及

び残存価額につい

ては、法人税法に

規定する方法と同

一の基準によって

おります。

 (会計方針の変更)

 法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。 

 なお、この変更による損

益およびセグメント情報に

与える影響は軽微でありま

す。

 (追加情報)

 法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計

上しております。 

 なお、この変更による損

益およびセグメント情報に

与える影響は軽微でありま

す。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   …定額法

    なお、耐用年数及

び残存価額につい

ては、法人税法に

規定する方法と同

一の基準によって

いる。

 ② 無形固定資産

   …定額法

    なお、耐用年数に

ついては、法人税

法に規定する方法

と同一の基準によ

っている。

 ② 無形固定資産

   …定額法

    なお、耐用年数に

ついては、法人税

法に規定する方法

と同一の基準によ

っております。

 ② 無形固定資産

   …定額法

    なお、耐用年数に

ついては、法人税

法に規定する方法

と同一の基準によ

っている。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   …債権の貸倒れによ

る損失に備えるた

め、一般債権につ

いては貸倒実績率

により、貸倒懸念

債権等特定の債権

については個別に

回収可能性を検討

し、回収不能見込

額を計上してい

る。

 ② 退職給付引当金

   …従業員の退職給付

に備えるため、当

連結会計年度末に

おける退職給付債

務及び年金資産の

見込額に基づき、

当中間連結会計期

間末において発生

していると認めら

れる額を計上して

いる。数理計算上

の差異は、各連結

会計年度の発生時

における従業員の

平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(10年)による定率

法により、それぞ

れ発生の翌連結会

計年度から費用処

理することとして

いる。

 ③ 役員退職慰労引当金

   …役員の退職慰労金

の支払いに備える

ため、内規に基づ

く中間期末要支給

額を計上してい

る。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っている。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   …債権の貸倒れによ

る損失に備えるた

め、一般債権につ

いては貸倒実績率

により、貸倒懸念

債権等特定の債権

については個別に

回収可能性を検討

し、回収不能見込

額を計上しており

ます。

 ② 退職給付引当金

   …従業員の退職給付

に備えるため、当

連結会計年度末に

おける退職給付債

務及び年金資産の

見込額に基づき、

当中間連結会計期

間末において発生

していると認めら

れる額を計上して

おります。数理計

算上の差異は、各

連結会計年度の発

生時における従業

員の平均残存勤務

期間以内の一定の

年数(10年)による

定率法により、そ

れぞれ発生の翌連

結会計年度から費

用処理することと

しております。

 ③ 役員退職慰労引当金

   …役員の退職慰労金

の支払いに備える

ため、内規に基づ

く中間期末要支給

額を計上しており

ます。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   …債権の貸倒れによ

る損失に備えるた

め、一般債権につ

いては貸倒実績率

により、貸倒懸念

債権等特定の債権

については個別に

回収可能性を検討

し、回収不能見込

額を計上してい

る。

 ② 退職給付引当金

   …従業員の退職給付

に備えるため、当

連結会計年度末に

おける退職給付債

務及び年金資産の

見込額に基づき計

上している。数理

計算上の差異は、

各連結会計年度の

発生時における従

業員の平均残存勤

務期間以内の一定

の年数(10年)によ

る定率法により、

それぞれ発生の翌

連結会計年度から

費用処理すること

としている。

 ③ 役員退職慰労引当金

   …役員の退職慰労金

の支払いに備える

ため、内規に基づ

く期末要支給額を

計上している。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っている。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を

採用している。な

お、特例処理の要件

を満たしている金利

スワップ取引は特例

処理を採用してい

る。

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

    金利変動リスクに

さらされている借入

金のリスクを回避す

る目的で金利スワッ

プを用いている。

 ③ ヘッジ方針

    リスク管理方針に

関する内部規程に基

づき、金利変動リス

クを回避する目的及

び金融費用を低減す

る目的に限りデリバ

ティブ取引を利用し

ている。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

    ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の時価変動額

比率によって有効性

を評価し、６ヶ月毎

に有効性の検証を実

施している。

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっている。ま

た、当中間連結会計期

間の負担すべき消費税

等は、期間費用に計上

している。なお、固定

資産に係る控除対象外

の長期前払消費税等

は、５年間で均等償却

を行っている。

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を

採用しております。

なお、特例処理の要

件を満たしている金

利スワップ取引は特

例処理を採用してお

ります。

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

    金利変動リスクに

さらされている借入

金のリスクを回避す

る目的で金利スワッ

プを用いておりま

す。

 ③ ヘッジ方針

    リスク管理方針に

関する内部規程に基

づき、金利変動リス

クを回避する目的及

び金融費用を低減す

る目的に限りデリバ

ティブ取引を利用し

ております。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

    ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の時価変動額

比率によって有効性

を評価し、６ヶ月毎

に有効性の検証を実

施しております。

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっております。

また、当中間連結会計

期間の負担すべき消費

税等は、期間費用に計

上しております。な

お、固定資産に係る控

除対象外の長期前払消

費税等は、５年間で均

等償却を行っておりま

す。

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を

採用している。な

お、特例処理の要件

を満たしている金利

スワップ取引は特例

処理を採用してい

る。

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

    金利変動リスクに

さらされている借入

金のリスクを回避す

る目的で金利スワッ

プを用いている。

 ③ ヘッジ方針

    リスク管理方針に

関する内部規程に基

づき、金利変動リス

クを回避する目的及

び金融費用を低減す

る目的に限りデリバ

ティブ取引を利用し

ている。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

    ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の時価変動額

比率によって有効性

を評価し、６ヶ月毎

に有効性の検証を実

施している。

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっている。ま

た、当連結会計年度の

負担すべき消費税等

は、期間費用に計上し

ている。なお、固定資

産に係る控除対象外の

長期前払消費税等は、

５年間で均等償却を行

っている。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ている。

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなってい

る。



会計方針の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員会

企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は34,461百万円である。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部は、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成している。

     ―――――

 
 
 

      ―――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ―――――

 
 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 企業

会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日)を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は39,173百万円である。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部は、改正後

の連結財務諸表規則により作成して

いる。

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会

計基準第９号 平成18年７月５日)

が平成20年３月31日以前に開始する

連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、当連結会計年度より同会計基準

を適用している。 

  この結果、従来の方法によった場

合に比べて、税金等調整前当期純利

益が974百万円減少している。 

  当該会計方針の変更は、受入準備

が整った当下半期より適用してい

る。 

  したがって、当中間連結会計期間

は従来の方法によっており、変更後

の方法によった場合と比べ、当中間

連結会計期間の税金等調整前中間純

利益が974百万円多く計上されてい

る。



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結損益計算書)

従来、営業外費用の「その他」に含めて表示していた

「支払手数料」(前中間連結会計期間３百万円)は、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会

計期間から区分掲記することに変更した。

          ―――――

 従来、特別損失の「その他」に含めて表示していた

「ゴルフ会員権評価損」(前中間連結会計期間１百万円)

は、特別損失の100分の10を超えたため、当中間連結会

計期間から区分掲記することに変更した。

          ――――― (中間連結損益計算書)
前中間連結会計期間まで区分掲記していた営業外費用

の「支払手数料」(当中間連結会計期間77百万円)は、営

業外費用の総額の100分の10以下となったため、当中間

連結会計期間から営業外費用の「その他」に含めて表示

することに変更いたしました。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

     ――――― (棚卸資産の評価に関する会計基準)

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会

計基準第９号 平成18年７月５日)

が平成20年３月31日以前に開始する

連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、前連結会計年度末から同会計基

準を適用しております。 

 したがって、前中間連結会計期間

は従来の方法によっており、当中間

連結会計期間および前連結会計年度

と同一の方法によった場合と比べ、

前中間連結会計期間の税金等調整前

中間純利益が974百万円多く計上さ

れております。

     ―――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

19,240百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

20,570百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

19,792百万円

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。

  (1) 担保に供している資産

百万円

 建物及び構築物 8,662

 土地 15,880

 計 24,542

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであり

ます。

  (1) 担保に供している資産

百万円

 建物及び構築物 8,102

 土地 15,880

 計 23,982

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。

  (1) 担保に供している資産

百万円

 建物及び構築物 8,383

 土地 15,880

 計 24,263

  (2) 担保付債務

百万円

 短期借入金 112

 長期借入金 488

 預り保証金敷金 416

 計 1,016

  (2) 担保付債務

百万円

 短期借入金 112

 長期借入金 376

 預り保証金敷金 416

 計 904

  (2) 担保付債務

百万円

短期借入金 112

長期借入金 432

預り保証金敷金 416

計 960

  (3) 上記のほか宅地建物取引営

業保証金供託等として投資有

価証券265百万円を担保とし

て差入れている。

  (3) 上記のほか宅地建物取引営

業保証金供託等として投資有

価証券270百万円を担保とし

て差入れております。

  (3) 上記のほか宅地建物取引営

業保証金供託等として投資有

価証券270百万円を担保とし

て差入れている。

 

 ３ 偶発債務

保証債務   百万円

(1) 住宅ローン保証 54

(2) 従業員住宅購入資金 37

(3) 従業員一般ローン 
  保証

113

 計 206

 

 ３ 偶発債務

保証債務 百万円

(1) 住宅ローン保証 28

(2) 従業員住宅購入資金 24

(3) 従業員一般ローン
  保証

 86

 計 139

 

 ３ 偶発債務

保証債務 百万円

(1) 住宅ローン保証 140

(2) 従業員住宅購入資金 27

(3) 従業員一般ローン 
  保証

98

計 265

※４    ――――― ※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれております。 

支払手形       348百万円

※４    ―――――

   

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳

百万円

広告宣伝費 1,684

給与手当賞与 364

役員退職慰労 
引当金繰入額

37

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳

百万円

広告宣伝費 1,951

給与手当賞与 320

役員退職慰労
引当金繰入額

36

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳

百万円

広告宣伝費 3,740

役員退職慰労 
引当金繰入額

74



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  5,355株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買増しによる減少   975株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 該当事項はない。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 57,370,059 ― ― 57,370,059

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 58,820 5,355 975 63,200

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 401 7 平成18年３月31日 平成18年６月26日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,945株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 61,389,059 ― ― 61,389,059

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 67,560 4,945 ― 72,505

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 429 7 平成19年３月31日 平成19年６月25日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり 

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成19年11月12日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 214 3.5 平成19年９月30日 平成19年12月７日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 平成19年３月14日付一般募集による新株の発行による増加  3,660,000株 

 平成19年３月27日付第三者割当による新株の発行による増加  359,000株 

  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  9,715株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買増しによる減少   975株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 57,370,059 4,019,000 ― 61,389,059

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 58,820 9,715 975 67,560

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 401 7 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり 

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 429 7 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

 現金及び預金勘定 5,245百万円

 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金

△50百万円

 現金及び現金 
 同等物

5,195百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

 現金及び預金勘定 8,604百万円

 預入期間が３ヶ月
 を超える定期預金

－百万円

 現金及び現金
 同等物

8,604百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,767百万円

預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金

－百万円

現金及び現金
 同等物

8,767百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
 

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他

59 30 28

 合計 59 30 28

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他

60 40 19

 合計 60 40 19

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末 
残高 
相当額 

(百万円)

有形固定
資産 
その他

63 35 27

合計 63 35 27

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 14百万円

 １年超 14百万円

 合計 28百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 10百万円

 １年超 9百万円

 合計 19百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 14百万円

１年超 13百万円

合計 27百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 

２ オペレーティング・リース取引

(1) 借主側

未経過リース料

 １年内 783百万円

 １年超 4,592百万円

 合計 5,375百万円

(2) 貸主側

未経過リース料

 １年内 752百万円

 １年超 6,448百万円

 合計 7,201百万円

 

２ オペレーティング・リース取引

(1) 借主側

未経過リース料

 １年内 2,187百万円

 １年超 10,197百万円

 合計 12,385百万円

(2) 貸主側

未経過リース料

 １年内 1,931百万円

 １年超 9,645百万円

 合計 11,576百万円

 

２ オペレーティング・リース取引

(1) 借主側

未経過リース料

１年内 2,050百万円

１年超 11,095百万円

合計 13,146百万円

(2) 貸主側

未経過リース料

１年内 1,768百万円

１年超 10,568百万円

合計 12,337百万円

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ております。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

国債 265 262 △2

合計 265 262 △2

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 391 1,731 1,339

合計 391 1,731 1,339

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 208

 匿名組合出資金等 4,120

関係会社株式 86

合計 4,414



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

国債 280 278 △2

合計 280 278 △2

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 391 1,287 895

合計 391 1,287 895

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 209

 匿名組合出資金等 4,369

関係会社株式 86

子会社匿名組合出資金 360

合計 5,025



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

国債 270 267 △2

合計 270 267 △2

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 391 1,681 1,289

合計 391 1,681 1,289

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 206

 匿名組合出資金等 4,109

関係会社株式 86

子会社匿名組合出資金 360

合計 4,763



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 該当事項はない。 

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除い

ている。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から

除いております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

 該当事項はない。 

 なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除い

ている。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はない。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

不動産 
販売事業 
(百万円)

不動産 
賃貸事業 
(百万円)

不動産
斡旋事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営業収益

(1) 外部顧客に対する
営業収益

22,672 5,250 4,245 1,188 33,357 ― 33,357

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

― 22 636 8 667 (667) ―

計 22,672 5,273 4,882 1,196 34,024 (667) 33,357

営業費用 20,761 3,621 3,522 666 28,572 116 28,688

営業利益 1,911 1,651 1,359 530 5,452 (784) 4,668

不動産 
販売事業 
(百万円)

不動産 
賃貸事業 
(百万円)

不動産
斡旋事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営業収益

(1) 外部顧客に対する
営業収益

24,815 5,946 3,716 1,207 35,686 ― 35,686

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

― 31 596 10 638 (638) ―

計 24,815 5,978 4,312 1,218 36,324 (638) 35,686

営業費用 21,299 4,252 3,674 652 29,879 266 30,146

営業利益 3,516 1,725 637 565 6,445 (905) 5,540

不動産 
販売事業 
(百万円)

不動産 
賃貸事業 
(百万円)

不動産
斡旋事業 
(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営業収益

(1) 外部顧客に対する
営業収益

52,512 10,606 8,434 2,289 73,842 ― 73,842

(2) セグメント間の内部
営業収益又は振替高

― 45 1,133 19 1,199 (1,199) ―

計 52,512 10,652 9,568 2,308 75,041 (1,199) 73,842

営業費用 46,935 7,597 7,111 1,300 62,944 376 63,321

営業利益 5,576 3,054 2,457 1,008 12,097 (1,575) 10,521



(注) １ 事業区分は、営業収益集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な内容 

(1) 不動産販売事業……マンション・一戸建住宅の建設、販売 

(2) 不動産賃貸事業……オフィスビルの賃貸、転貸、管理 

(3) 不動産斡旋事業……不動産仲介、コンサルティング、受託販売 

(4) その他の事業………不動産鑑定、保険代理業、リフォーム事業等 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

 
  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月

31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はあ

りません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月

31日)において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 （企業結合等関係） 

   前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

     該当事項はない。 

  

   当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

     該当事項はありません。 

  

   前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年3月31日) 

     該当事項はない。 

  

前中間連結 
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結
会計年度 
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目 
に含めた配賦不能営 
業費用の金額

804 912 1,616
当社本社の事務管理
部門に係る費用であ
ります。



 （開示対象特別目的会社関係） 

   当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

     該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 601.00円 １株当たり純資産額 669.29円 １株当たり純資産額 638.67円

１株当たり中間純利益 38.78円 １株当たり中間純利益 41.31円 １株当たり当期純利益 73.67円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 2,222 2,533 4,246

普通株主に 
帰属しない金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円)

2,222 2,533 4,246

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

57,309 61,318 57,641



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,065 8,142 8,421

 ２ 未収入金 230 371 421

 ３ 販売用不動産 3,914 2,608 3,355

 ４ 仕掛不動産 27,296 39,566 34,803

 ５ 素材不動産 28,186 39,120 39,869

 ６ その他 3,770 2,824 2,421

   流動資産合計 68,465 37.7 92,634 45.0 89,293 43.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※２ 28,956 27,865 28,639

  (2) 土地 ※２ 71,005 71,146 71,157

  (3) その他 428 213 146

   有形固定資産合計 100,390 55.2 99,225 48.2 99,943 49.2

 ２ 無形固定資産 1,034 0.5 1,034 0.5 1,034 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 1,953 2,313 2,313

  (2) 長期保証金 2,723 3,321 3,291

  (3) その他 ※２ 7,774 7,889 7,917

    貸倒引当金 △502 △606 △609

   投資その他の資産合計 11,948 6.6 12,918 6.3 12,912 6.4

   固定資産合計 113,372 62.3 113,177 55.0 113,890 56.1

   資産合計 181,837 100.0 205,812 100.0 203,183 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 1,903 3,356 5,029

 ２ 短期借入金 ※２ 64,250 55,721 64,861

 ３ 未払金 62 1,362 819

 ４ 未払法人税等 1,172 1,459 1,509

 ５ 前受金 2,834 3,010 5,542

 ６ その他 ※５ 4,557 11,367 6,328

   流動負債合計 74,781 41.1 76,276 37.1 84,090 41.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 53,040 69,139 60,205

 ２ 退職給付引当金 1,756 1,619 1,681

 ３ 役員退職慰労引当金 155 152 188

 ４ 預り保証金敷金 ※２ 12,490 12,963 13,160

 ５ その他 5,340 5,342 5,338

   固定負債合計 72,783 40.1 89,217 43.3 80,574 39.6

   負債合計 147,565 81.2 165,493 80.4 164,664 81.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 12,264 6.7 13,625 6.6 13,625 6.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 5,238 6,598 6,598

  (2) その他資本剰余金 0 0 0

   資本剰余金合計 5,239 2.9 6,599 3.2 6,599 3.3

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    別途積立金 15,000 18,000 15,000

    繰越利益剰余金 4,460 5,033 6,008

   利益剰余金合計 19,460 10.7 23,033 11.2 21,008 10.3

 ４ 自己株式 △24 △0.0 △30 △0.0 △27 △0.0

   株主資本合計 36,939 20.3 43,228 21.0 41,205 20.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

794 0.4 531 0.3 764 0.4

 ２ 繰延ヘッジ損益 △19 △0.0 △2 △0.0 △8 △0.0

 ３ 土地再評価差額金 △3,442 △1.9 △3,439 △1.7 △3,442 △1.7

   評価・換算差額等合計 △2,667 △1.5 △2,909 △1.4 △2,686 △1.3

   純資産合計 34,272 18.8 40,318 19.6 38,519 19.0

   負債純資産合計 181,837 100.0 205,812 100.0 203,183 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 28,955 100.0 29,786 100.0 62,034 100.0

Ⅱ 営業原価 22,258 76.9 21,908 73.6 47,224 76.1

   営業総利益 6,697 23.1 7,877 26.4 14,809 23.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,637 9.1 2,970 9.9 5,691 9.2

   営業利益 4,059 14.0 4,906 16.5 9,118 14.7

Ⅳ 営業外収益 377 1.3 317 1.0 390 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※１ 959 3.3 1,202 4.0 2,365 3.8

   経常利益 3,477 12.0 4,021 13.5 7,143 11.5

Ⅵ 特別利益 10 0.1 9 0.0 21 0.0

Ⅶ 特別損失 56 0.2 47 0.1 1,047 1.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

3,432 11.9 3,982 13.4 6,117 9.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,186 1,471 2,642

   法人税等調整額 115 1,301 4.5 53 1,524 5.1 △203 2,439 4.0

   中間(当期)純利益 2,130 7.4 2,458 8.3 3,678 5.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 

剰余金

資本
剰余金 
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 12,264 5,238 0 5,238 12,000 5,730 17,730 △20 35,213

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― △401 △401 ― △401

 中間純利益 ― ― ― ― ― 2,130 2,130 ― 2,130

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― 3,000 △3,000 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0 3,000 △1,270 1,729 △3 1,726

平成18年９月30日残高(百万円) 12,264 5,238 0 5,239 15,000 4,460 19,460 △24 36,939

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等 

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 986 ― △3,442 △2,456 32,756

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― △401

 中間純利益 ― ― ― ― 2,130

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△191 △19 ― △211 △211

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△191 △19 ― △211 1,515

平成18年９月30日残高(百万円) 794 △19 △3,442 △2,667 34,272



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 

剰余金

資本
剰余金 
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 13,625 6,598 0 6,599 15,000 6,008 21,008 △27 41,205

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △429 △429 ― △429

 中間純利益 ― ― ― ― ― 2,458 2,458 ― 2,458

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 3,000 △3,000 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △2 △2

 土地再評価差額金取崩額 ― ― ― ― ― △3 △3 ― △3

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― ― 3,000 △974 2,025 △2 2,022

平成19年９月30日残高(百万円) 13,625 6,598 0 6,599 18,000 5,033 23,033 △30 43,228

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等 

合計

平成19年３月31日残高(百万円) 764 △8 △3,442 △2,686 38,519

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △429

 中間純利益 ― ― ― ― 2,458

 別途積立金の積立 ― ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― △2

 土地再評価差額金取崩額 ― ― 3 3 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△233 6 ― △226 △226

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△233 6 3 △223 1,799

平成19年９月30日残高(百万円) 531 △2 △3,439 △2,909 40,318



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 

剰余金

資本
剰余金 
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 12,264 5,238 0 5,238 12,000 5,730 17,730 △20 35,213

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,360 1,360 ― 1,360 ― ― ― ― 2,720

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― ― △401 △401 ― △401

 当期純利益 ― ― ― ― ― 3,678 3,678 ― 3,678

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― 3,000 △3,000 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △6 △6

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の事業年度 
 中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) 1,360 1,360 0 1,360 3,000 277 3,277 △6 5,992

平成19年３月31日残高(百万円) 13,625 6,598 0 6,599 15,000 6,008 21,008 △27 41,205

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等 

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 986 ― △3,442 △2,456 32,756

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― 2,720

 剰余金の配当(注) ― ― ― ― △401

 当期純利益 ― ― ― ― 3,678

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ― △6

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の事業年度 
 中の変動額(純額)

△221 △8 ― △230 △230

事業年度中の変動額合計(百万円) △221 △8 ― △230 5,762

平成19年３月31日残高(百万円) 764 △8 △3,442 △2,686 38,519



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

  販売用不動産

  …個別法による原価法 

 

 

 

 

  仕掛不動産

  …個別法による原価法 

 

 

 

 

  素材不動産

  …個別法による原価法

(1) たな卸資産

  販売用不動産

  …個別法による原価法

  (貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定しております。)

  仕掛不動産

  …個別法による原価法

  (貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定しております。)

  素材不動産

  …個別法による原価法

  (貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定しております。)

(1) たな卸資産

  販売用不動産

  …個別法による原価法

  (貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定)

  仕掛不動産

  …個別法による原価法

  (貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定)

 素材不動産

  …個別法による原価法

  (貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により

算定)

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

  …償却原価法(定額法)

  子会社株式及び関連会

社株式

  …移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   (時価のあるもの)

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

   (時価のないもの)

   …移動平均法による

原価法

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  子会社株式及び関連会

社株式

   同左

  その他有価証券

   (時価のあるもの)

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。)

   (時価のないもの)

   同左

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  子会社株式及び関連会

社株式

   同左

  その他有価証券

   (時価のあるもの)

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

   (時価のないもの)

   同左

(3) デリバティブ

  時価法

(3) デリバティブ

   同左

(3) デリバティブ

   同左



 
  

 
項目

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 有形固定資産

  定額法

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

いる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっている。

(1) 有形固定資産

  定額法

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

 (会計方針の変更)

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

 なお、この変更による損

益に与える影響は軽微であ

ります。

 (追加情報)

 法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上して

おります。 

 なお、この変更による損

益に与える影響は軽微であ

ります。 

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

(1) 有形固定資産

  定額法

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

いる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっている。

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。数

理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定率

法により、それぞれ発

生の翌事業年度から費

用処理することとして

いる。

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定率法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としております。

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき計上してい

る。数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)によ

る定率法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度

から費用処理すること

としている。

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上してい

る。

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、内

規に基づく期末要支給

額を計上している。

４ リース取引の処理

方法 

 

 

 

 

 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用
している。なお、特例
処理の要件を満たして
いる金利スワップ取引
は特例処理を採用して
いる。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

  金利変動リスクにさら

されている借入金のリ

スクを回避する目的で

金利スワップを用いて

いる。

(3) ヘッジ方針

  リスク管理方針に関す

る内部規程に基づき、

金利変動リスクを回避

する目的及び金融費用

を低減する目的に限り

デリバティブ取引を利

用している。

(1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用
しております。なお、
特例処理の要件を満た
している金利スワップ
取引は特例処理を採用
しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

  金利変動リスクにさら

されている借入金のリ

スクを回避する目的で

金利スワップを用いて

おります。

(3) ヘッジ方針

  リスク管理方針に関す

る内部規程に基づき、

金利変動リスクを回避

する目的及び金融費用

を低減する目的に限り

デリバティブ取引を利

用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用
している。なお、特例
処理の要件を満たして
いる金利スワップ取引
は特例処理を採用して
いる。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

  金利変動リスクにさら

されている借入金のリ

スクを回避する目的で

金利スワップを用いて

いる。

(3) ヘッジ方針

  リスク管理方針に関す

る内部規程に基づき、

金利変動リスクを回避

する目的及び金融費用

を低減する目的に限り

デリバティブ取引を利

用している。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ手段とヘッジ対

象の時価変動額比率に

よって有効性を評価

し、６ヶ月毎に有効性

の検証を実施してい

る。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ手段とヘッジ対

象の時価変動額比率に

よって有効性を評価

し、６ヶ月毎に有効性

の検証を実施しており

ます。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  ヘッジ手段とヘッジ対

象の時価変動額比率に

よって有効性を評価

し、６ヶ月毎に有効性

の検証を実施してい

る。

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っている。また、当中間

会計期間の負担すべき消

費税等は、期間費用に計

上している。なお、固定

資産に係る控除対象外の

長期前払消費税等は、５

年間で均等償却を行って

いる。

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。また、当

中間会計期間の負担すべ

き消費税等は、期間費用

に計上しております。な

お、固定資産に係る控除

対象外の長期前払消費税

等は、５年間で均等償却

を行っております。

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っている。また、当事業

年度の負担すべき消費税

等は、期間費用に計上し

ている。なお、固定資産

に係る控除対象外の長期

前払消費税等は、５年間

で均等償却を行ってい

る。



会計方針の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 企業

会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日)を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は34,291百万円である。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部は、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

している。

      ―――――

      ―――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ―――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会

計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用している。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は38,527百万円である。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部は、改正後の財務諸表

等規則により作成している。 

 

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会

計基準第９号 平成18年７月５日)

が平成20年３月31日以前に開始する

事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当事

業年度より同会計基準を適用してい

る。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、税引前当期純利益が

974百万円減少している。 

 当該会計方針の変更は、受入準備

が整った当下半期より適用してい

る。 

 したがって、当中間会計期間は従

来の方法によっており、変更後の方

法によった場合と比べ、当中間会計

期間の税引前中間純利益が974百万

円多く計上されている。



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

      ――――― (棚卸資産の評価に関する会計基準)

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会

計基準第９号 平成18年７月５日)

が平成20年３月31日以前に開始する

事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、前事

業年度末から同会計基準を適用して

おります。 

 したがって、前中間会計期間は従

来の方法によっており、当中間会計

期間および前事業年度と同一の方法

によった場合と比べ、前中間会計期

間の税引前中間純利益が974百万円

多く計上されております。

      ―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

19,262百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

20,658百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

19,848百万円

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。

 (1) 担保に供している資産

百万円

 建物 8,662

 土地 15,880

 計 24,542

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであり

ます。

 (1) 担保に供している資産

百万円

 建物 8,102

 土地 15,880

 計 23,982

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務は次のとおりであ

る。

 (1) 担保に供している資産

百万円

 建物 8,383

 土地 15,880

 計 24,263

 (2) 担保付債務

百万円

短期借入金 112

 長期借入金 488

預り保証金敷金 416

 計 1,016

 (2) 担保付債務

百万円

短期借入金 112

 長期借入金 376

預り保証金敷金 416

 計 904

 (2) 担保付債務

百万円

短期借入金 112

 長期借入金 432

預り保証金敷金 416

 計 960

(3) 上記のほか宅地建物取引営業

保証金供託等として投資有価

証券70百万円を担保として差

入れている。

(3) 上記のほか宅地建物取引営業

保証金供託等として投資有価

証券70百万円を担保として差

入れております。

(3) 上記のほか宅地建物取引営業

保証金供託等として投資有価

証券70百万円を担保として差

入れている。

 ３ 偶発債務

保証債務

当社販売の分譲地・マンショ

ン購入者及び従業員の債務保

証を次のとおり行っている。

百万円

(1) 住宅ローン保証 95

(2) 従業員住宅購入 
  資金

37

(3) 従業員一般ローン 
  保証

113

 計 247

 ３ 偶発債務

保証債務

当社販売の分譲地・マンショ

ン購入者及び従業員の債務保

証を次のとおり行っておりま

す。

百万円

(1) 住宅ローン保証 81

(2) 従業員住宅購入
  資金

24

(3) 従業員一般ローン
  保証

86

 計 193

 ３ 偶発債務

保証債務

当社販売の分譲地・マンショ

ン購入者及び従業員の債務保

証を次のとおり行っている。

百万円

(1) 住宅ローン保証 88

(2) 従業員住宅購入 
  資金

27

(3) 従業員一般ローン 
  保証

98

 計 214

※４    ―――――

 

※４ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日の残高に含まれてお

ります。 

支払手形     348百万円

※４    ―――――

※５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

いる。

※５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※５    ―――――

 



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加  5,355株 

  減少数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増しによる減少   975株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  4,945株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加  9,715株 

  減少数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増しによる減少   975株 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外費用の主要項目

支払利息 827百万円

※１ 営業外費用の主要項目

支払利息 1,123百万円

※１ 営業外費用の主要項目

支払利息 1,903百万円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 806百万円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 810百万円

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 1,614百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 58,820 5,355 975 63,200

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 67,560 4,945 ― 72,505

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 58,820 9,715 975 67,560



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額
 

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他

59 30 28

 合計 59 30 28

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

有形固定 
資産 
その他

53 38 14

 合計 53 38 14

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額

相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末 
残高 
相当額 

(百万円)

有形固定
資産 
その他

56 35 21

合計 56 35 21

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 14百万円

 １年超 14百万円

 合計 28百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 １年内 9百万円

 １年超 5百万円

 合計 14百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 13百万円

１年超 8百万円

合計 21百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 6百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 

２ オペレーティング・リース取引

(1) 借主側

未経過リース料

 １年内 783百万円

 １年超 4,592百万円

 合計 5,375百万円

(2) 貸主側

未経過リース料

 １年内 752百万円

 １年超 6,448百万円

 合計 7,201百万円

 

２ オペレーティング・リース取引

(1) 借主側

未経過リース料

 １年内 2,187百万円

 １年超 10,197百万円

 合計 12,385百万円

(2) 貸主側

未経過リース料

 １年内 1,931百万円

 １年超 9,645百万円

 合計 11,576百万円

 

２ オペレーティング・リース取引

(1) 借主側

未経過リース料

１年内 2,050百万円

１年超 11,095百万円

合計 13,146百万円

(2) 貸主側

未経過リース料

１年内 1,768百万円

１年超 10,568百万円

合計 12,337百万円

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ております。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ている。



(有価証券関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間会計期間(自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日)及び前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)のい

ずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

 前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  該当事項はない。 

  

 当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

    該当事項はありません。 

  

 前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

     該当事項はない。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 598.05円 １株当たり純資産額 657.55円 １株当たり純資産額 628.15円

１株当たり中間純利益 37.18円 １株当たり中間純利益 40.09円 １株当たり当期純利益 63.82円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 2,130 2,458 3,678

普通株主に 
帰属しない金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(百万円)

2,130 2,458 3,678

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

57,309 61,318 57,641



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 
 
 
(2)

有価証券報告書 
およびその添付書類 
 
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第67期) 

 
事業年度 
(第67期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 
 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月22日 
関東財務局長に提出。 
 
平成19年10月26日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月13日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている有楽土地株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、有楽土地株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  中  里  猛  志  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  原  田     一  ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月19日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている有楽土地株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、有楽土地株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  中  里  猛  志  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  原  田     一  ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月13日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている有楽土地株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、有楽土地株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  中  里  猛  志  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  原  田     一  ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月19日

有楽土地株式会社 

取締役社長 城 﨑 啓一郎 殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている有楽土地株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第68期事業年度の中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、有楽土地株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  中  里  猛  志  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  原  田     一  ㊞

※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。
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